
Ⅱ 年度計画

１．農業振興課の活動体制

（１）組織と活動体制

総務企画課

担い手・農地マネジメント係

中 農業振興課

部
農 農産物ブランド推進係

林
振 担当地域

興 大和高田市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、 城市、

事 川西町、三宅町、田原本町、高取町、明日香村、

務 上牧町、王寺町、広陵町、河合町

所

森林共生推進課

農村地域振興課

○所在地

奈良県橿原市常盤町605-5（橿原総合庁舎内） (〒634-0003)

電 話：担い手・農地マネジメント係 0744-48-3081

農産物ブランド推進係 0744-48-3082

ＦＡＸ：0744-48-3133

メールアドレス：cnorin-nr@office.pref.nara.lg.jp
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（２）業務分担表

プロジェクトチーム

係別業務分担

係名 職名 氏名
課長 安川人央 農業振興課総括 ◎ 農業改良普及指導事業

◎ 異常水質 ◎ 改良普及職員研修事業
ＧＡＰ推進

係長 新子悟志 野菜 ◎ 係総括 ◎ 農地マネジメント推進事業
経営 ◎ 担い手 ◎ 特定農業振興ゾーン

◎ 青少年・ＮＡＦＩＣ ◎ 奈良の意欲ある担い手支援事業
◎ 農地マネジメント ◎ 担い手確保・経営強化支援事業
◎ 担い手(集落営農) ◎ 経営体育成支援事業
◎ 担い手(地域計画) ◎ 集落営農活性化プロジェクト促進事業

災害・公害 ◎ 兼業農家支援事業
異常水質 農業改良普及指導事業
表彰 改良普及職員研修事業
農業推進協議会 強い農業づくり総合支援交付金
新規就農 奈良県産地パワーアップ事業
担い手(法人化） みどりの農業戦略推進事業
指導農業士 農業経営基盤強化促進対策事業

◎ 農村資源活用(都市農村交流) ◎ 地域農業担い手確保支援事業（地域計画関係）
地域農業担い手確保支援事業（農業経営相談所関係）
農業新規参入者支援事業
新規就農者確保事業
農福連携支援事業

主任主査 林　良考 ◎ 果樹 ◎ 新規就農 ◎ 農業新規参入者支援事業
経営 担い手 ◎ 新規就農者確保事業

担い手(法人化） 特定農業振興ゾーン
担い手(集落営農) 経営体育成支援事業
担い手(地域計画) 奈良の意欲ある担い手支援事業
制度資金 農業経営基盤強化促進対策
農業推進協議会 集落営農活性化プロジェクト促進事業

日本政策金融公庫資金貸付先調査及び指導事業
果樹産地構造改革支援事業

主査 島　康博 ◎ 経営 ◎ 担い手(法人化） ◎ 農業経営基盤強化促進対策
野菜 ◎ 指導農業士 ◎ 農福連携支援事業

◎ 障害者農業支援 ◎ 日本政策金融公庫資金貸付先調査及び指導事業
担い手 ◎ 地域農業担い手確保支援事業（農業経営相談所関係）
担い手(集落営農) 特定農業振興ゾーン
担い手(地域計画) 経営体育成支援事業
新規就農 奈良の意欲ある担い手支援事業

◎ 制度資金 集落営農活性化プロジェクト促進事業
農業新規参入者支援事業
新規就農者確保事業

主査 松倉一弘 ◎ 農産物活用 ◎ 直売所 ◎ 農産物直売所支援事業
花き 制度資金 ◎ 農村資源を活用した地域づくり事業
経営 ◎ 女性活動・男女共同参画 ◎ 中山間地域等直接支払事業

◎ 女性グループ ◎ 中山間地農業ルネッサンス事業
◎ 販売・流通 ◎ 女性農業者活躍推進事業
◎ 食・特産品 ◎ 農業の６次産業化支援事業
◎ 農商工連携 ◎ 首都圏での県産食品販売強化事業

情報 特定農業振興ゾーン
新規就農 農地マネジメント推進事業
担い手 経営体育成支援事業
担い手（地域計画） 奈良の意欲ある担い手支援事業
担い手（法人化） 担い手確保・経営強化支援事業
障害者農業支援 集落営農活性化プロジェクト促進事業

地域農業担い手確保支援事業（地域計画関係）
地域農業担い手確保支援事業（農業経営相談所関係）
農福連携支援事業
日本政策金融公庫資金貸付先調査及び指導事業
農業経営基盤強化促進対策
農業新規参入者支援事業
新規就農者確保事業
首都圏での大和野菜等販路開拓事業
奈良県産給食推進事業

課　題　名 主な活動内容 メンバー（チーフに○）

農地マネジメント（特定農
業振興ゾーン）の推進

特定農業振興ゾーン各地区の具体的な
取組支援
  　川西町下永東城地区
　　田原本町法貴寺地区　八田地区
　　広陵町寺戸地区　百済川向地区
特定農業振興ゾーンの設定推進

農業振興課
 担い手・農地マネジメント係
　 ○新子悟志  林良考　 島康博
　　 松倉一弘　北岡拓真
 農産物ブランド推進係
　　 小野大吾　山本尚明　礒島俊実
  　 今村剛士　前田茂一　森井陸人
農村地域振興課

専門項目 担当業務 担当事業

担
い
手
・
農
地
マ
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ジ
メ
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ト
係
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係名 職名 氏名
主事 北岡拓真 野菜 担い手 農地マネジメント推進事業

作物 担い手（集落営農） 特定農業振興ゾーン
経営 担い手（地域計画） 奈良の意欲ある担い手支援事業
農産物活用 担い手（法人化） 担い手確保・経営強化支援事業

農地マネジメント 経営体育成支援事業
新規就農 集落営農活性化プロジェクト促進事業
制度資金 農業経営基盤強化促進対策
女性活動・男女共同参画 農業新規参入者支援事業
女性グループ 新規就農者確保事業
販売・流通 地域農業担い手確保支援事業（地域計画関係）
食・特産品 地域農業担い手確保支援事業（農業経営相談所関係）
農商工連携 日本政策金融公庫資金貸付先調査及び指導事業
直売所 みどりの農業戦略推進事業
農村資源活用(都市農村交流) 環境保全型農業直接支払事業

兼業農家支援事業
農村資源を活用した地域づくり事業
中山間地域等直接支払事業
中山間地農業ルネッサンス事業
農産物直売所支援事業
女性農業者活躍推進事業
首都圏での大和野菜等販路開拓事業
農業の６次産業化支援事業
奈良県産給食推進事業
首都圏での県産食品販売強化事業

係名 職名 氏名
係長 小野大吾 ◎ 作物 ◎ 係総括 ◎ 強い農業づくり総合支援交付金

野菜 ◎ 災害・公害 ◎ 奈良県産地パワーアップ事業
◎ 表彰 ◎ 施設園芸等燃油価格高騰対策事業
◎ 農業推進協議会 ◎ チャレンジ品目支援事業
◎ 農産物品評会 ◎ リーディング品目支援事業
◎ 農産物ブランド推進 ◎ 奈良県農畜産物ブランド認証推進事業
◎ 畜産 ◎ 奈良県農業用ハウス強靱化対策事業
◎ 営農連絡協議会 ◎ みどりの農業戦略推進事業

異常水質 ◎ 首都圏での大和野菜等販路開拓事業
環境 農業改良普及指導事業
鳥獣害対策 改良普及職員研修事業
ＧＡＰ推進 ◎ 主要農作物生産改善対策事業
ＩＣＴ 野菜価格安定対策事業
農業機械 大和野菜増産モデル事業
新規就農 薬用作物生産振興促進事業

農薬適正使用推進対策事業
環境負荷低減事業
奈良県ＧＡＰ取組・認証拡大推進事業
データ駆動型農業推進事業
鳥獣被害防止対策事業
総合的鳥獣害対策推進事業
ならジビエ推進事業
特定農業振興ゾーン
農業機械化推進安全対策事業
奈良県産給食推進事業

主任主査 山本尚明 ◎ 花き ◎ 鳥獣害対策 ◎ 鳥獣被害防止対策事業
◎ 農業機械 ◎ 総合的鳥獣害対策推進事業

農産物ブランド推進 ◎ ならジビエ推進事業
ＧＡＰ推進 施設園芸等燃油価格高騰対策事業
ＩＣＴ チャレンジ品目支援事業
植物防疫 リーディング品目支援事業
農薬取締員 奈良県農業用ハウス強靱化対策事業
新規就農 奈良県ＧＡＰ取組・認証拡大推進事業

桜 青少年・ＮＡＦＩＣ データ駆動型農業推進事業
特定農業振興ゾーン

◎ 農業機械化推進安全対策事業
首都圏での大和野菜等販路開拓事業

担当業務 担当事業
担
い
手
・
農
地
マ
ネ
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係
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専門項目 担当業務 担当事業

専門項目

-10-



係名 職名 氏名
主査 礒島俊実 野菜 ◎ 環境 ◎ 経営所得安定対策等推進事業

作物 ◎ 農薬取締員 ◎ 米政策改革推進対策事業
◎ 農薬肥料販売届 ◎ 大和野菜増産モデル事業

情報 ◎ 農薬適正使用推進対策事業
農産物ブランド推進 ◎ 環境保全型農業直接支払事業
ＧＡＰ推進 主要農作物生産改善対策事業
ＩＣＴ チャレンジ品目支援事業
植物防疫 リーディング品目支援事業
鳥獣害対策 奈良県農畜産物ブランド認証推進事業
畜産 ◎ 野菜価格安定対策事業
新規就農 奈良県農業用ハウス強靱化対策事業
販売・流通 環境負荷軽減対策事業
食・特産品 奈良県ＧＡＰ取組・認証拡大推進事業

データ駆動方農業推進事業
鳥獣被害防止対策事業
総合的鳥獣害対策推進事業
ならジビエ推進事業
特定農業振興ゾーン
首都圏での大和野菜等販路開拓事業

◎ 首都圏での県産食品販売強化事業
主査 今村剛士 ◎ 野菜 ◎ ＧＡＰ推進 果樹産地構造改革支援事業

果樹 ◎ 植物防疫 ◎ 奈良県ＧＡＰ取組・認証拡大推進事業
作物 農産物ブランド推進 経営所得安定対策等推進事業

環境 米政策改革推進対策事業
ＩＣＴ 主要農作物生産改善対策事業
農薬取締員 チャレンジ品目支援事業
畜産 リーディング品目支援事業
農業機械 野菜価格安定対策事業
新規就農 奈良県農業用ハウス強靱化対策事業

葛 青少年・ＮＡＦＩＣ 農薬適正使用推進対策事業
環境保全型農業直接支払事業
データ駆動型農業推進事業
特定農業振興ゾーン
農業機械化推進安全対策事業
首都圏での大和野菜等販路開拓事業
首都圏での県産食品販売強化事業

主事 前田茂一 ◎ 薬草 ◎ 情報 ◎ 薬用作物生産振興促進事業
野菜 ◎ ＩＣＴ ◎ データ駆動型農業推進事業
花き 農産物ブランド推進 チャレンジ品目支援事業

環境 リーディング品目支援事業
植物防疫 奈良県農業用ハウス強靱化対策事業
農薬取締員 農薬適正使用推進対策事業
ＧＡＰ推進 奈良県ＧＡＰ取組・認証拡大推進事業
鳥獣害対策 鳥獣被害防止対策事業
新規就農 総合的鳥獣害対策推進事業

ならジビエ推進事業
特定農業振興ゾーン
首都圏での大和野菜等販路開拓事業

主事 森井陸人 作物 農産物ブランド推進 主要農作物生産改善対策事業
野菜 環境 野菜価格安定対策事業
農産物活用 ＧＡＰ推進 環境負荷低減事業
薬草 ＩＣＴ 奈良県産給食推進事業

植物防疫 経営所得安定対策等推進事業
畜産 米政策改革推進対策事業
新規就農 チャレンジ品目支援事業

飛 青少年・ＮＡＦＩＣ リーディング品目支援事業
女性活動・男女共同参画 奈良県農畜産物ブランド認証推進事業
女性グループ 奈良県農業用ハウス強靱化対策事業
販売・流通 薬用作物生産振興促進事業
食・特産品 みどりの農業戦略推進事業
農商工連携 農薬適正使用推進対策事業
直売所 環境保全型農業直接支払事業

奈良県ＧＡＰ取組・認証拡大推進事業
データ駆動型農業推進事業
女性農業者活躍推進事業
特定農業振興ゾーン
首都圏での大和野菜等販路開拓事業
農業の６次産業化支援事業
首都圏での県産食品販売強化事業
奈良県産給食販売強化事業

専門項目 担当業務 担当事業
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２．重点課題計画（基本計画及び年度計画） 

＜対　象＞

〔基本計画〕

＜普及指導活動の必要性＞

＜関連事業＞

１）現状（背景）

・農地の効率的利用が低調で、単位面積当たりの農業算出額も低下傾

　向にある。

・農地を有効活用し、農業を振興するための収益性の高い新農作物が

　導入されていない。

・大規模圃場整備完了に向け、集落営農組合が法人化されていない。

２）課題

・市町村が策定する、地域ごとの生産者の意向も踏まえた整備実施計

　画について、関係機関と連携協議し、計画に沿った効果的な支援策

　の検討と実行が必要

・既存作物の生産性向上として関係機関と連携した栽培支援のほか、

　新規高収益作物の検討と提案が必要

・新規就農者の積極的な受け入れと経営の早期安定化に向けた支援が

　必要

NO.　1　特定農業振興ゾーンでの農業生産額増加

【担い手・農地マネジメント係】

＜計画期間＞　令和元年～５年

特定農業振興ゾーン設定地区（５地区、152.5ha）

＜関連する基本方針＞ ２．県産農産物の生産振興

３．担い手の育成・確保と農地マネジメントの推進

＜ビジョン＞

　　特に農業の振興を図り、農地を有効利用していくエリアとして「特定農業振興ゾーン」を設定し、地域の

　特徴を踏まえた高収益作物への転換や面的まとまりを持った農地・土地利用の確保、担い手への農地集積、

　農地整備等により農業生産額の増大を目指す。

＜現状（背景）と課題＞

・担い手・農地マネジメント課  　　　　　　　 ・町担当課（整備実施計画）

・町農業委員会（農地情報）　　　　　　　　　・なら担い手・農地サポートセンター（農地情報）

　農業生産額増加に向けて、ゾーン設定地区のある各町が策定（知事承認）した整備実施計画の目標を達成

するためには、普及指導機関をはじめとする専門的な知識を有する関係機関が連携した支援が必要不可欠で

ある。

＜関係機関との連携＞

・奈良の意欲ある担い手支援事業（農業の担い手ワンストップ窓口） ・農地マネジメント推進事業

・農地中間管理機構関連農地整備事業

夏秋ナス弾丸暗渠設置

極早生タマネギ展示圃
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＜普及指導課題と目標＞

〔年度計画（活動計画）〕

＜前年度残された課題と今年度の取り組み＞

　

①特定農業振興ゾーンの具体的取組支援

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

● ●

●

●

● ● ● ● ● ●

●

● ● ● ● ●

254.4百万円

0地区①特定農業振

興ゾーンの具

体的取組支援

【262.5百万円】

【5地区】

【284.4百万円】 【291.9百万円】

【5地区】 【5地区】

304.4百万円271.0百万円 287.7百万円

3年目目標

（R３）

【実績】 【実績】

備考
4年目目標

（R４）

【実績】

成果指標
計画当初

（H30）

具現化スケ

ジュール作成

5地区

スケジュール

の実行

5地区

スケジュールの

実行及び

計画変更

5地区

スケジュール

の実行

5地区

337.7百万円

担当

②特定農業振

興ゾーンの設

定推進
【5地区】

普及指導事項

普及指導課題
1年目目標

（R１）

【実績】

2年目目標

（R２）

最終年度

目標

（R5）

目標及び実績

● ●●

● ● ●

●

R2にR5 までの目

標を下方修正

①特定農業振興ゾーンとして設定された3町5地区について、整備実施計画に基づき活動を行うことで、新規

　就農者の受け入れ、圃場整備事業の実施、集落営農組合の法人化に向けた支援を行っている。今後も関係

　機関と連携し、担い手確保を目指すとともに、経営安定化に向けた支援や高収益作物振興の方向性を示す。

②昨年度より複数箇所で検討したが、担い手や高収益作物の具体的推進方向が未定で計画策定に至っていな

　い。今後も特定農業振興ゾーンの制度の周知を図り、新たな候補地の検討を行う。

7地区
５地区

【5地区】

具現化スケ

ジュールの

実行及び計

画の再検討

各地

区

成果まとめ

担い手・

農地マネ

ジメント

係

5地区

5地区
整備実施計画の策

定地区数（累計）

6地区 7地区
5地区

川西町

下永東城

田原

本町

法貴

寺

田原

本町

八田

新規就農者

営農定着支

援

施設野菜生

産性向上

集落営農組

織活動支援

新規就農者

誘致活動

新規高収益

作物の検討

野菜の生産

性向上

栽培指導

農業振興

課

農業振興

課

農業振興

課

6回

1カ所

栽培指導 ５回

巡回指導

実証圃設置

4回

3回

3回運営支援

●

検討会 1回

7地区

6地区

2回

具現化スケジュー

ル取組地区数及び

農業生産額
321.0百万円

【5地区】

【293.6百万円】

スケジュール

の実行

5地区

● ● ●

活動方法・回数等
月別計画

1回

現地調査 1回

地元打合せ

５地区

【5地区】 【5地区】

大和平野中央田園都市構想にて検討
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● ● ● ● ● ●

● ●

● ● ● ● ●

● ●

● ● ●

②特定農業振興ゾーンの推進

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
担い手・農地マ

ネジメント係

高収益作物

生産支援

栽培講習会 2回

活動方法・回数等
月別計画

担当

希望市町村

巡回指導 3回

普及指導事項

農業振興

課

法人化打合せ

6回

状況把握 随時

広陵

町

寺戸

巡回指導 6回
農業振興

課

新規イチゴ

栽培者営農

定着支援
農業塾生

就農支援

広陵

町

百済

川向

営農組合運

営支援
小麦巡回指導 5回

2回

● ● ● ● ● ●

新規就農者への指導

状況把握

ナス生産組合での勉強会
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＜対　象＞

〔基本計画〕

＜普及指導活動の必要性＞

＜関連事業＞

１）現状（背景）

・農地の荒廃を防止し有効利用するためには、集落での話合いを通

　じ課題・将来像の共有と今後の農地集積について合意形成が必要

　であるが、できていない地域もある。

・これまで人・農地プランの実質化を推進してきたが、今後は人・

　農地プランを発展させた「地域計画」の策定が市町村に求められ

　る。

・意欲ある担い手や集落営農組織に地域の農地の集積・集約化をす

　すめ、耕作放棄地の発生防止や農村地域の活性化が求められてい

　る。

２）課題

・令和７年３月までに地域計画の策定が求められているため、工程

　表による進捗管理とともに市町村と連携した策定への支援が必要

・既に実質化されている人・農地プランと今後の地域計画を活用し

　た効率的な農地集積の推進

・集落営農組織の担い手としての法人化と運営を支援し、持続性の

　ある集落営農組織を構築することが必要

NO.　２　地域計画の策定と農地マネジメントの推進

【担い手・農地マネジメント係】

＜計画期間＞　令和３年～５年

市町村、集落営農組織

＜関連する基本方針＞ ３．担い手の育成・確保と農地マネジメントの推進

＜ビジョン＞

・地域の実情にあった地域計画を策定する。

・実質化された人・農地プランおよび今後策定される地域計画を参考に、農地中間管理事業による担い手

　への農地集積と集約化を推進する。

・農地集積を行う集落営農組織を支援し、農地の有効利用を図る。

＜現状（背景）と課題＞

・市町村担当課（地域計画作成・集落連携）

・市町村農業委員会（農地情報、目標地図の作成）

・奈良県農業会議（奈良県農業経営者サポート協議会・専門家派遣）

　「地域計画」の策定は市町村が中心に行う業務であるが、地域の農地を有効に利用するため県全体の将来

ビジョンや近隣地区のプラン内容を把握した普及指導員が助言等の支援を行う必要がある。

　集落営農組織については、組織の活動が継続して行えるよう、基盤整備の実施、運営支援、経営分析など

を行うことが必要であり、集落営農の組織化・高度化への支援は不可欠である。

＜関係機関との連携＞

・地域農業担い手確保支援事業（専門家派遣）　　   ・奈良の意欲ある担い手支援事業（窓口）

・農地中間管理機構関連農地整備事業

集落営農組合の法人化支援

人・農地プラン集落座談会
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＜普及指導課題と目標＞

＜前年度残された課題と今年度の取り組み＞

①集落ビジョンの明確化と集落営農組織の育成

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

● ●

● ●

● ● ● ● ●

②担い手への農地集積

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

80地区
①集落ビジョンの

明確化と集落営農

組織の育成

農地中間管理

マッチング面積 244.9ha

集落座談会 10回

市町村打合せ 14回地域計画の策

定支援

○新子

　北岡

280.9ha 310.9ha
R5上方修正

地域計画

策定数

集落営農組織

の法人化

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

②担い手への農地

集積

法人化検討役

員会
3回

【286.8ha】 【362.5ha】

①人・農地プランは令和５年度より地域計画となり、既に実質化された人・農地プランのある地区はプラ

　ンを土台に目標地図の策定を推進し、まだ実質化がされていない地区では工程表に沿って市町村と連携

　しながら説明会での周知、助言を行う。集落営農組織の法人化については、外部環境状況を見つつ組織

　内の合意を経て法人化を行い、経営安定に向けた活動支援を行う。

②新たな担い手の育成を図りながら、担い手の意向にあった農地を集積・集約化できるように関係機関と

　連携しながら農地集積を図る。

最終年度目標

（R５）
【実績】 【実績】

計画当初

（R２）

100地区
55地区 80地区 （人・農地プラン）

法人化

0組織

（任意組合1組織）

計画策定 計画実行
（地域計画）

36地区

335.0ha

400ha

R4修正

【計画策定】
【専門家派遣と計画

策定】

法人化

1組織

専門家派遣と

計画実行

R5修正
【72地区】【50地区】

関係機関との

連携

農地マネジメン

トチーム会議

地域計画集落座

談会での啓発

○新子

　北岡

普及指導課題 成果指標

目標及び実績

備考
1年目目標

（R３）

２年目目標

（R４）

集落営農組織

の活動支援

活動方法・回数等
月別計画

担当

小麦栽培指導

普及指導事項

5回

10回

10回

●

● ●

● ● ●

●
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＜対　象＞

〔基本計画〕

＜普及指導活動の必要性＞

＜関連事業＞

NO.　３　　新規就農者への定着支援

【　担い手・農地マネジメント係　】

＜計画期間＞　令和３年～５年

就農希望者

認定新規就農者

＜関連する基本方針＞

＜ビジョン＞
　就農希望者の経営が早期に安定するよう支援を行い、5年以内に概ね収支計画どおりの売上高等を達成

し、各地域の担い手として定着させる。

＜現状（背景）と課題＞

・市町村、農業委員会（補助事業、農地権利関係） 　・奈良県農業会議（雇用就農資金、法人化支援）

・奈良県農業経営・就農支援センター（専門家派遣） ・なら担い手・農地サポートセンター（農地情報）

・JAならけん、日本政策金融公庫（制度資金等）       ・なら食と農の魅力創造国際大学校（研修生受入）

・担い手・農地マネジメント課（補助事業）

　就農希望者に対し、就農準備段階から面談や青年等就農計画の作成支援により、持続可能な就農に誘導す

る必要がある。

　就農後は早期に経営を安定させるため、定期的に経営状況を確認するとともに、経営安定への改善につい

て助言・指導を行う。

＜関係機関との連携＞

・奈良の意欲ある担い手育成支援事業（窓口）                ・農業新規参入者支援事業（農家実践研修）

・新規就農者確保事業（就農準備資金・経営開始資金）    ・地域農業担い手確保支援事業（専門家派遣）

１）現状（背景）

・農外からの新規就農希望相談は年間40～50件程度あるが、農作業

　経験や農業経営のイメージが不十分な者が多い。

・新規就農者の中には、当初計画どおりの営農が続けられず、営農

　意欲を減退させる者もいる。

２）課題

・新規就農者には本人の希望を踏まえ、適正な就農計画を作成でき

　るような支援が必要

・新規就農者が就農後に直面する課題を迅速に把握して、経営を持

　続させるための支援が必要

・県の振興品目や特定農業振興ゾーンごとに必要な担い手を整理し、

　計画的な新規就農者の確保・育成が必要

新規就農者に対する技術指導

経営能力向上セミナー

3．担い手の育成・確保と農地マネジメントの推進
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＜普及指導課題と目標＞

〔年度計画（活動計画）〕

＜前年度残された課題と今年度の取り組み＞

①就農希望者への対応

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

②新規就農者の地域への定着

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

●●●●

●●

4回
就農計画

作成支援

● ●

● ● ●

3回

2回

5回 ● ● ● ● ●

専門家による

面談

巡回指導

● ●

●

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

3回

2回

島

林

サポートチーム

活動

経営能力向上

講座

栽培技術講座

（イチゴ）

栽培技術向上

支援

経営能力向上

支援

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

就農希望者へ

の対応

林

島

随時就農相談 ● ●

2名

(H30-累計17名)

①就農希望者への

対応

認定新規就農

者認定数

（H30～累計）

8名

（H30-R2)

5名 2名

①農外からの就農相談に対しては、面談を通じ本人の意向、能力、適性等を確認のうえ就農へ向けた支援

　を行う。資材高騰による初期投資増大が懸念材料であり、相談時の意思疎通を緻密に行う必要がある。

②就農後は巡回指導や技術講座の開催等、経営安定に向けた支援を行ってきたが、計画通りの経営となら

　ない事例も見受けられるため、個別の課題整理と経営安定に向けた支援が必要である。

②新規就農者の地

域への定着

収支計画目標

達成者数
18名

（計画作成者28名）

計画作成者数変

更による
【13名】 【10名】

22名
（計画作成者25名）

（計画作成者28名）

20名
（計画作成者28名）

18名
（計画作成者23名）

(H30-累計13名) (H30-累計15名)

【5名】 【2名】

普及指導課題 成果指標
計画当初

（R２）

1年目目標

（R３）

２年目目標

（R４）

最終年度目標

（R５）
【実績】

目標及び実績

備考

【実績】

就農希望者の管内農業見学就農希望者との面談

随時相談
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＜対　象＞

〔基本計画〕

＜普及指導活動の必要性＞

＜関連事業＞

・経営体育成支援事業　　 　                                    ・農業の6次産業化支援事業

・女性農業者活躍推進事業　                                     ・地域農業担い手確保支援事業（専門家派遣）

NO.　４　　意欲のある担い手の農業経営改善

【　担い手・農地マネジメント係　】

＜計画期間＞　令和３年～５年

加工グループ、認定農業者、集落営農等

＜関連する基本方針＞ １．奈良の食の魅力づくりと県産農産物の戦略的な販路の推進

３．担い手の育成・確保と農地マネジメントの推進

＜ビジョン＞

　経営改善に意欲ある加工グループに対し経営改善指導等を行い、地域の担い手として育成することで、地

域農業の活性化を目指す。

　また、地域農業の中心となる担い手の目標達成のために補助事業や制度資金の活用を提案して適正な事業

計画の作成等を支援するとともに、事後指導を行い、地域農業の発展を目指す。

＜現状（背景）と課題＞

１）現状（背景）

・女性農業者が運営する農産物加工グループは地域農産物を有効活

　用しているが、売上や商品が限定的である。

・地域農業の中心となる農業の担い手で毎年10名程度が補助事業や

　制度資金(融資)の活用により経営改善を実施している。

２）課題

・６次産業化ビジネスに取り組む担い手の育成による地域産業の活

　性化

・自ら農業経営改善に意欲的に取り組む認定農業者や集落営農組織

　等が目標を達成し、地域農業の発展につなげる支援が必要

・資金活用者のうち計画と経営実績に乖離が見られる者には安定生

　産による売上の向上、経費削減による所得の確保に向けた支援が

　必要

・市町村、農業委員会（補助事業、農地権利関係）       ・奈良県農業会議（法人化支援）

・奈良県農業経営・就農支援センター（専門家派遣）    ・JAならけん、日本政策金融公庫（制度資金等）

・担い手・農地マネジメント課（補助事業）                ・豊かな食と農の振興課

・奈良県農山漁村発イノベーションサポートセンター

　農産加工グループの売上を向上させるためには、専門家を含め関係機関による工程管理、マーケティング

等の支援が必要である。

　農業の担い手が経営改善を達成するためには、実現可能性の高い事業計画の作成支援と事後指導が必要で

ある。

＜関係機関との連携＞

開発した新商品

専門家による相談対応
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＜普及指導課題と目標＞

〔年度計画（活動計画）〕

＜前年度残された課題と今年度の取り組み＞

①農業の６次産業化によるビジネスへの取組支援

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

②認定農業者等の農業経営改善

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2件

●

●

● ● ● ● ● ● ●

●

● ●
農業の6次産業

化によるビジネ

スへの取組支援

7回

農業振興

課

●

松倉

研修会等開催

技術等

個別支援

1回

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

認定農業者等の

農業経営改善

8回

認定農業者等の

経営改善個別支

援

● ● ● ●●

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

3件

【2件】 【2件】

資金利用計画

比所得80%

未満農家数

3件

計画比所得70%

達成農家数

①農業の６次産業化によるビジネスへの取組み支援について、2つの加工グループのさらなる売上増加のた

　め、販売店舗に設置する加工品の紹介資料の作成を支援する。

②認定農業者等の農業経営改善について、制度資金(融資)利用者が実現可能性の高い償還計画を立てられる

　よう引き続き支援を行う。また、重点対象者3件のうち、今年度の目標未達成者に対し、その原因となっ

　た病害対策指導を徹底して実施する。

制度資金等

利用件数
2件

②認定農業者等の

経営改善支援

2件
2件

（累計13件） 累計はR3からの

件数

計画比所得75%

達成農家数

計画比所得80%

達成農家数

【11件】
【6件】

（累計17件）

2件 ３件

2件

（累計19件）

【実績】

目標及び実績

備考

【実績】

【経営分析2件】

【課題抽出2件】

【対象団体の

利益向上R2より

24％増】

①農業の６次産業

化によるビジネス

への取組支援

対象加工グルー

プの売上増加率

(対R2年比)

（参考/R2売上)

2グループ合計

354万円

経営分析2件

課題抽出2件

対象団体の

利益向上R2より

10％増
対象団体の

利益向上R2より

30％増

資金利用計画等

作成支援

普及指導課題 成果指標
計画当初

（R２）

1年目目標

（R３）

２年目目標

（R４）
最終年度目標

（R５）
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＜対　象＞

〔基本計画〕

＜普及指導活動の必要性＞

＜関連事業＞

NO.　5　　経営体に合わせたイチゴの生産振興

【農産物ブランド推進係】

＜計画期間＞　令和３年～５年

＜関連する基本方針＞ １．奈良の食の魅力づくりと県産農産物の戦略的な販路の推進

２．県産農産物の生産振興

＜ビジョン＞
　県が育成したイチゴ新品種である「珠姫」、「奈乃華」および「ならあかり」について、管内生産者への

導入推進を通じ、所得向上を図る。

　イチゴの主要産地である明日香村において、「奈良県プレミアムセレクト アスカルビー」の販売等を通じ

た産地のブランド力向上や管理の徹底による品質向上により、イチゴ販売額の拡大を図る。

管内イチゴ生産者（106戸、17.0ha）

＊うち、明日香促成苺出荷組合：23戸・3.8ha

＜現状（背景）と課題＞

・奈良県農業協同組合 各営農経済センター（生産・販売支援）　　・農業研究開発センター（技術情報提供）

・明日香村（事業推進支援）　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・農業水産振興課（各種補助事業）

・豊かな食と農の振興課（各種補助事業）

　「奈乃華」は心止まりの発生と、「アスカルビー」と比較して収量が低いことが問題である。現地試験に

よりこれら問題の解決が必要である。「珠姫」と「ならあかり」については作付面積を拡大するため、生産

者に対し、品種特性に関する情報提供が必要である。

　明日香村におけるイチゴ狩りでは、品質向上のための普及指導が必要である。また、「奈良県プレミアム

セレクト アスカルビー」について、関係機関と連携した消費者へのＰＲと生産者への働きかけを通じた取組

拡大が必要である。

＜関係機関との連携＞

・リーディング品目支援事業　　・奈良県農産物ブランド認証推進事業　　・首都圏での大和野菜等販路開拓事業

１）現状（背景）

・「奈乃華」は果皮が硬く取り扱いの良い点が評価され、JAへの出荷者を中心

　に「アスカルビー」等から品種転換が進んでいるが、栽培上における未解明

　の課題が存在する。「珠姫」と「ならあかり」については、直売所販売によ

　る試験的栽培にとどまっている。

・明日香村においては村内生産者によるイチゴ狩りの体制が確立されている。

　また、ブランド向上のための高品質商品として「奈良県プレミアムセレクト

　アスカルビー」の生産が行われており、3名の生産者が取組を実施した。

２）課題

・「奈乃華」は、心止まり株対策と収量性の向上が必要

・「珠姫」と「ならあかり」は、品種特性の周知が必要

・「アスカルビー」は、品質向上に向け、栽培管理の徹底が必要

・「プレミアムセレクト」は、消費者へのＰＲ活動と生産者への働きかけによ

　る取組拡大が必要

イチゴ新品種

プレミアムセレクト アスカルビー
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＜普及指導課題と目標＞

〔年度計画（活動計画）〕

＜前年度残された課題と今年度の取り組み＞

①イチゴ新品種の産地定着

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

②明日香村産｢アスカルビー｣の販売拡大

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

● ● ●

● ●

●

●

● ●

●

普及指導事項 活動方法・回数等

「奈乃華」の導入

支援

「珠姫」「ならあか

り」の導入推進

密植栽培等の実証圃

圃設置

生産,販売方法等の

講習会

作付面積調査

品種特性等の講習会

活動方法・回数等
月別計画

担当

高品質生産に向けた

栽培指導

現地巡回指導 ３回

２回講習会

普及指導事項

小野

○礒島

今村

森井

プレミアムセレクト

等の出荷数拡大

関係者会議 １回

SNS等でのPR支援 １件

最終年度目標

（R5）【実績】

目標及び実績

備考

【実績】

1年目目標
（R3）

２年目目標
（R4）

  

普及指導課題 成果指標
計画当初

（R2）

25a 38a 50a
【34.8a】 【35.9a】

①イチゴ新品種の産

地定着

「珠姫」

作付面積
22.8a

10a  20a 30a
「ならあかり」

作付面積
 3.2a

  75a

60箱

「奈乃華」

作付面積
20.8a

対象期間は11月

～翌6月
62百万円

村内直売所

イチゴ販売額
68百万円

月別計画
担当

75百万円
【72百万円】 【未集計】

R5上方修正35a  50a 125a
【39.2a】 【95.3a】

【12.4a 】 【30.0a】

R5年度下方修正

R4年度より新規

設定の指標

58百万円

①「奈乃華」については果皮が硬く、出荷先からのクレームが少ないため、「アスカルビー」に代えて生

　産する事例が見られる。また、栽培上の課題である、収量の向上させるための栽培管理方法と心止まり

　株の発生を軽減させるための育苗管理に関する実証圃を設置する。「珠姫」と「ならあかり」について

　は、それぞれの品種特性を生産者に情報提供を行い、普及の方向性を検討する。

②明日香村産「アスカルビー」のブランド力向上のため、「奈良県プレミアムセレクト アスカルビー」等

　高品質商品の生産や、村内イチゴの品質向上対策について指導を行ってきた。今後も、生産者、関係機

　関のさらなる意識醸成を図り、消費者へのＰＲ活動や品質向上に向けた取り組みを推進する。

②明日香村産｢アス

カルビー｣の販売拡

大

プレミアムセレ

クト販売数
40箱

【30箱】 【18箱】

スペシャルセレ

クト販売数
0箱

70箱
- 50箱 50箱

【31箱】 【21箱】

50箱 55箱 50箱

産地振興にかかる

方針検討

関係者会議 ２回

生産者意向調査 １回

小野

礒島

○今村

森井

２ヶ所 ● ●

●２回

１回 ●

● ● ●３回

●

心止まり株

調査
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＜対　象＞

〔基本計画〕

＜関連事業＞

NO.6　特色あるキクの生産調整と新規生産者の確保による

　　　  産地復活
【農産物ブランド推進係】

＜計画期間＞　令和３年～５年

JAならけん葛󠄀城花卉出荷組合（９名）５ha）

＜関連する基本方針＞ 2．県産農産物の生産振興

＜ビジョン＞

　特色あるキクの最需要期である９～10月に出荷するキクの適切な生産割合を検討し、また、その販売体制

を強化することで単価向上を図る。高齢化により減少している生産面積・販売額を維持・拡大するため、新

たな担い手を確保する。

＜現状（背景）と課題＞

・JAならけん新庄営農経済センター（営農指導）　　　・葛󠄀城市（事業推進支援）

・農業研究開発センター（技術情報提供、助言）　　　・農業水産振興課（関連事業情報提供）

　生産者の高齢化と減少が進み産地規模が縮小している。産地の維持・発展を図るためには、特色あるキク

の生産目標を検討した上で、計画出荷を行い販売単価向上を目指す必要がある。また、産地の活性化を目指

し、新たな担い手を確保するためキク産地づくりセミナーの開催を支援するとともに、就農に向けて受け入

れ体制の整備や栽培技術支援等フォローアップを行う必要がある。

＜関係機関との連携＞

リーディング品目支援事業　1）小ギク産地振興事業

　　　　　　　　　　　　　2）キク継続安定出荷推進事業

＜普及指導活動の必要性＞

１）現状（背景）

・葛󠄀城市では、二輪ギクやミスギク、マイクロマム等の他産地にない

　特色あるキクが生産されている。

・二輪ギクやミスギクの栽培は、仕立てるための摘らい作業に多く時

　間を要する等労働生産性が低いため、生産面積が減少している。一

　方で、省力的な小ギクとマイクロマムの生産面積が増加している。

・担い手の高齢化や後継者不足で生産面積、販売額および生産者数が

　減少している。

２）課題

・生産者の年齢構成や労働時間、生産意向等を加味した特色あるキク

　の生産の方向性に関する産地内の合意形成

・特色あるキクの摘らい方法等の技術継承の検討が必要

・キク産地づくりセミナーの継続開催による新たな担い手の確保

・令和4年度のキク産地づくりセミナー受講生の就農への誘導

二輪ギクの摘らい方法の記録

担い手確保のためのセミナー開催
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＜普及指導課題と目標＞

〔年度計画（活動計画）〕

＜前年度残された課題と今年度の取り組み＞

0名

①特色あるキクの

計画生産・販売体

制の強化【9~10

月】

1,060千円

普及指導課題 成果指標
計画当初

（R２）

計画の見直し

により成果指

標、目標値・

実績値を変更

2.0万本

 4.8万本

 （9.7%）

  3.6万本

 （7.3%）

 11.0万本

 （22.2%）

 5.3万本

 （11.0%）

  4.1万本

 （8.5%）

 11.5万本

 （23.9%）

5.8万本

（12.5％）

 　4.4万本

（9.5％）

  12.0万本

（25.9％）

2.2万本

1,240千円

２年目目標

（R4）
最終年度目標

（R5）

特色あるキクの

出荷量

・二輪ギク

・ミスギク

・マイクロマム

【5.6万本

（9.1％）

 　3.3万本

（5.3％）

  11.5万本

（18.5％）】

【5.3万本

（11.0％）

 　4.1万本

（8.5％）

  11.5万本

（23.9％）】

特色あるキクの

共撰出荷本数

（万本/人）

ー

【1.8万本】

ー

【2.1万本】

ー

【1,109千円】

ー

【1,041千円】

特色あるキクの

共撰販売金額

（千円/人）

8.6万本

（13.3％）

 　3.6万本

（5.7％）

  11.7万本

（18.0％）

1年目目標

（R3）

【実績】

目標及び実績

備考

【実績】

計画の見直し

によりR5成

果目標を下方

修正

【０名】 【０名】

新規組合員増

加数

②新たな担い手の

確保と受入れ体制

の整備

0名 0名

①生産量が減少した特色あるキクの生産や産地の方向性を、再度、関係機関と協議・検討を行う必要があ

　る。

②令和４度に開催した「キク産地づくりセミナー」の受講生の中から希望者を対象に「実践研修」・「フ

　ォローアップセミナー」を開催し、受講生のキク生産技術の早期習得を目指す。また、「キク産地づく

　りセミナー」を継続開催し、引き続き新たな担い手の確保を行う。

新規栽培者の

研修体制の整

備

なし

産地での受入体

制整備の検討

【産地での受入

体制整備の検

討】

県全体研修（講習

会）の実施　

         ２名

　     10名

2名

【6名】

栽培研修の

実施

       5名

       3名
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①特色あるキクの計画生産・販売体制の強化

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

● ●

②新たな担い手の確保の受入れ体制の整備

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

県育成系統ミスギ

ク現地試作9系統
10回

作付調査 3回

技術継承方法の

検討
5回

特色あるキクの

生産確保

3回

セミナー 5回

普及指導事項 活動方法・回数等

実践研修の受講

の技術定着

新規栽培者の確

保（キク産地づくりセ

ミナー開催）

〇山本

　前田

　松倉

検討会

月別計画
担当

検討会 5回

「実践研修」

現地栽培指導

「フォローアッ

プセミナー」

15回

6回
〇山本

　前田

　松倉

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

現地栽培指導

現地・生育巡回
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＜対　象＞

〔基本計画〕

＜普及指導活動の必要性＞

＜関連事業＞

NO.７　　特色ある柿産地の振興

【農産物ブランド推進係】

＜計画期間＞　令和３年～５年

ＪＡならけん葛城支店柿部会（22戸、12ha）

＜関連する基本方針＞ １．奈良の食の魅力づくりと県産農産物の戦略的な販路の推進

２．県産農産物の生産振興

＜ビジョン＞
　補植改植（間植え改植）を導入し、生産の途切れなく園地の若返りを推進するとともに、新たな病害虫対

策や栽培技術の実証・普及に取り組み、下等級品割合を減らすなどして生産者の収益向上を図る。また、柿

の木オーナー園（消費者との交流）や柿葉栽培（軽量省力化）の拡充、選果効率向上の取り組みを行い、園

地を有効活用し、耕作放棄園の発生防止を図る。

＜現状（背景）と課題＞

１）現状（背景）

・御所市は歴史ある柿産地で、小規模ながらも柿栽培に適した気候

　風土を活かした柿生産が行われている。

・部会員の高齢化や園地の老木化が進み、樹の生産性や生産者の出

　荷意欲が低下しており、また、病害虫の温床となる耕作放棄園が

　増加している。

２）課題

・生産性の向上や耕作放棄園の発生防止

・改植による園地の若返りと生産量向上

・効率的な病害虫防除による収益性向上

・オーナー園、柿葉生産での柿園の有効活用ならびに、家庭選果基

　準の簡素化での生産者の出荷意欲維持による耕作放棄園発生防止

・農業研究開発センター（技術情報提供、助言）　　・御所市（事業推進支援）

・ＪＡならけん御所営農経済センター（営農指導）　・農業水産振興課（全体調整、関連事業情報提供）

・豊かな食と農の振興課（関連事業情報提供）

　産地の生産者は高齢化が進んでおり、産地規模の拡大は難しい状況であるが、「葛城の柿」のブランドを

守り産地を維持するためには、生産性向上や高品質果実生産を目的とした老木の改植が必要であり、新たな

取り組みを通じて生産者の意欲向上を図ることも重要である。また、耕作放棄園は病害虫の温床になること

が懸念されることから、オーナー園の拡充や軽量、省力的な柿葉栽培の推進、家庭選果簡素化での出荷意欲

の維持による耕作放棄園の発生防止対策が必要である。

＜関係機関との連携＞

・リーディング品目支援事業（次世代に継承できる柿産地振興事業）

・果樹産地構造改革支援事業

老木の多い園地

柿葉生産の様子
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＜普及指導課題と目標＞

〔年度計画（活動計画）〕

＜前年度残された課題と今年度の取り組み＞

①改植や新技術の導入による柿園の生産性向上

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

● ●

● ● ●

● ● ● ●

●

②耕作放棄園の発生防止対策

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

● ● ●

● ● ●

●

● ●

1年目目標

（R３）

２年目目標

（R４）

最終年度目標

（R５）
【実績】

目標及び実績

備考

【実績】

普及指導課題 成果指標
計画当初

（R２）

①改植や新技術の

導入による柿園の

生産性向上

【35a】 【97a】

下等級率

(秀,優以外)
37%

34% 31% 28%

改植面積

（補植改植）
0a

50a 100a 150a

新基準補完 持込人数

【50名】 【64名】

(3→2) 資料作成

R5下方修正

(生産者４名中

１名逝去による)

50名 70名 90名

【39%】 【34%】

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

22戸

【新基準検討】【補完資料作成】

家庭選果基準

選果場持込人数

現行基準(3基準)

20戸

新基準検討

①改植を推進するため、産地の方向性、苗供給体制および苗管理技術について検討するとともに、啓発用

　の改植マニュアルを作成する。果実品質向上に向け、昨年度に極めて高い効果を確認した薬剤の利用と

　ＳＳによる共同防除によりカイガラムシ防除技術の取組面積を拡大する。

②果実生産が困難になった生産者に対して、軽量な柿葉生産へ誘導する。また、新しい家庭選果基準のさ

　らなる周知により、出荷意欲の維持、向上および選果場出荷人数の増加を図る。

②耕作放棄園の発

生防止対策

オーナー園参加

者

40名

(Ｒ１)

難防除害虫対策

SSによるカイガ

ラムシ防除
３回

雑草カメムシ防

除の普及
１回

改植の実施
改植マニュアル

の作成
１件

改植の啓発 ２回

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

３回

新基準の周知 ２回

柿葉の増産対策

家庭選果負担軽

減対策

実証展示圃

柿葉栽培の周知

参加者への栽培

指導

柿の木オーナ

ー園運営支援

１か所

１回

柿葉生産枚数
19万枚

14.25万枚

20万枚 21万枚 22万枚

16.5万枚

【17万枚】 【18万枚】

○ 林

　今村

○ 林

   今村

SSによるカイガラムシ防除

摘らい

モデル園の結

果を元に作成
啓発に使用

防除指導 効果確認 結果報告

防除周知

収穫 せん定

調査 結果報告

周知

選果場持込

人数調査

産地の方向性の検討 啓発

オーナー園栽培指導
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＜対　象＞

〔基本計画〕

＜普及指導活動の必要性＞

＜関連事業＞

１）現状（背景）

・田原本町味間いも生産者の会では、「味間イモ」のブランド構築に向け

　て町やJAと連携し取り組んでいる。田原本町の特産品として消費者の認

　知度の向上を目指す必要がある。

・御所市地域農業再生協議会では水田への高収益作物の導入を目的に、市

　が認定する地域特産品「ごせブランド」として、「紫とうがらし」等の

　夏野菜の生産に取り組んでいる。JAならけん、市場を通じて小売店等で

　販売されている。また、令和４年度からは夏野菜の他にミニハクサイ等

　の秋冬野菜の試験栽培に取り組んでいる。

２）課題

・土地生産性の高い農作物を導入し、農地の有効活用、地域農業の活性化

　が必要

・「味間いも」は、供給量の確保に取り組んできたが、品質の安定化が新

　たな課題として顕在化

・「ごせブランド」野菜は、販売額の拡大が課題

NO.　8　　特色を活かした地域特産野菜の生産振興

【農産物ブランド推進係　】

＜計画期間＞　令和3年～5年

田原本町味間いも生産者の会(25戸) 0.8ha

御所市地域農業再生協議会  多品種部会・わけぎ部会（計16戸）1.1ha

＜関連する基本方針＞ １．奈良の食の魅力づくりと県産農産物の戦略的な販路の推進

２．県産農産物の生産振興

＜ビジョン＞
　地域特産野菜のブランド構築・販売拡大を通じて生産者の所得向上を図る。具体的には田原本町において

「味間いも」、御所市において「ごせブランド」野菜の安定供給・販路拡大等を支援する

＜現状（背景）と課題＞

・各市町 農政担当課（情報発信支援、他団体連携支援）

・農業水産振興課（各種補助事業）

・豊かな食と農の振興課（各種補助事業）

・奈良県農業協同組合 各営農経済センター（組織運営支援、生産・販売支援）

　田原本町産「味間いも」については供給量の確保に取り組んできたが、品質の安定化が新たな課題であ

る。無病苗による種芋の更新により品質の安定化を図るとともに、生産者や関係機関と連携しながら優良種

芋の生産体制を確立していく必要がある。

　「ごせブランド」野菜については特に試験栽培を実施する秋冬野菜について、安定生産に向けた生産安定

技術の普及や販路確立が必要である。

＜関係機関との連携＞

・チャレンジ品目支援事業

・首都圏での大和野菜等販路開拓事業

販売促進支援

御所市特産野菜

宝楽ししとう 紫とうがらし

オクラ（ﾍﾙｼｴ) 夏わけぎ
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＜普及指導課題と目標＞

〔年度計画（活動計画）〕

＜前年度残された課題と今年度の取り組み＞

①田原本町産「味間いも」のブランド推進

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

●

● ●

●

●

●

②御所市産特産野菜のブランド推進

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

●

●

●

●

●

●現地巡回指導 1回

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

新規品目の試

験栽培支援

栽培講習会 1回 森井

既存品目の生

産支援

栽培講習会 1回 小野

現地巡回指導 2回 ○礒島

販売等検討会 1回 今村

種芋圃 1ヶ所 今村

種芋供給検討 1回

安定生産支援

優良種芋の増

殖と確保支援

生育巡回 2回 礒島

作付調査 1回 ○小野

種芋更新周知 1回 森井

普及指導事項 活動方法・回数等
月別計画

担当

2,815千円
【2,587千円】【2,731千円】

販売額 2,249千円

②御所市産特産野

菜のブランド推進

御所市地域農業再生協

議会 多品種部会・分葱

部会における対象品目

の、各種値の合計値(1

月末時点)2,400千円 2,701千円

①「味間いも」については、品質の確保、収量の維持が課題であり、無病苗を用いた種芋生産や、生産者

　に対する種芋更新の重要性の周知を行う。また、優良種芋の供給体制確立については、関係機関で協議

　を行う。

②「御所市特産野菜」については、特に多品種部会において昨年度より栽培に取り組むミニハクサイ・

　キャベツ、今年度から試験栽培に取り組むサトイモ「ウーハン」について、栽培指導等の支援を行う。

130a

【68a】 【112.5a】

優良種芋の

選別基準の設定

優良種芋生産

体制の試行
優良種芋確保と生

産体制の確立

【2,281千円】【2,851千円】

販売額
2,917千円

2,281千円

- 2,500千円 2,760千円

栽培面積 65a

70a 71a 74a

【同上】 【関係機関と検討中】

優良種芋の

生産体制整
実証圃の設置

２年目目標

（R4）
最終年度目標

（R5）
【実績】

目標及び実績

備考

【実績】

2,900千円

販売等検討会 1回

①田原本町産「味

間いも」のブラン

ド推進

「味間いも生産者の

会」における販売額

R4年度より目標変更

普及指導課題 成果指標
計画当初

（R2）

1年目目標

（R3）

種芋圃場

7月に2回

生産部会の様子

無病苗を用いた種芋生産
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３．一般活動計画
主担当

課題又は品目 指 導 対 象 指 導 内 容 関連事業
(係名※)

１．奈良の食の魅力づくりと県産農産物の戦略的な販売の推進

首都圏での大和野菜 生産者組織等 首都圏へ高品質な県産農産物を 小野 首都圏での大和野菜等販路

等販路拡大 安定供給を支援 (ブランド) 開拓事業

首都圏等への農産物の物流

・商流確保支援事業

加工品開発と６次産 生産者組織等 地域資源を活用した加工品開発 松倉 農業の６次産業化支援事業

業化の推進 や６次産業化支援 (担・農) 首都圏での奈良の食のＰＲ

強化事業

農産物直売活動の推 農産物直売所 各直売所の管理運営や特産品開 松倉 農産物直売所支援事業

進 発、表示、農薬安全使用に関す (担・農)

る支援

学校給食への県産食 生産者組織等 学校等の給食における県産食材 礒島 奈良県産給食推進事業

材の利用促進 の生産支援 (ブランド)

２．県産農産物の生産振興

大和野菜等の振興 大和野菜等生 大和野菜の生産支援 小野 チャレンジ品目支援事業

産者 (ブランド)

主要野菜の振興 生産者組織等 イチゴ、ナス、キュウリ、トマ 今村 野菜価格安定対策事業

ト、ネギ、軟弱野菜等の生産支 (ブランド)

援

主要果樹の振興 生産者組織等 イチジク、サクランボ、カンキ 林 チャレンジ品目支援事業

ツ、ブドウ、クリ等の生産支援 (担・農) 果樹産地構造改革支援事業

主要花きの振興 切り花、鉢花、 安定生産及び経営安定支援 山本

花壇苗生産者 (ブランド)

薬用作物の振興 薬用作物生産 薬用作物（大和トウキ等）の生 前田 薬用作物生産振興促進事業

者 産確立・販売強化への支援 (ブランド)

主要作物の安定生産 水稲、小麦、 基本技術の徹底による高品質・ 小野

大豆等生産者 安定生産支援、水稲のトビイロ (ブランド）

ウンカ対策支援

優良種子の生産 各採種組合（水 適期管理等による優良種子の安 小野 主要農作物生産改善対策事

稲、小麦、大 定生産支援 (ブランド) 業

豆）

米政策改革及び経営 管内15市町村 各地域水田フル活用ビジョンの 礒島 経営所得安定対策等推進事

所得安定対策の推進 地域農業再生 実現に向けての指導・助言 (ブランド) 業

協議会

（※係名は、ブランド：農産物ブランド推進係、担・農：担い手・農地マネジメント係）
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主担当
課題又は品目 指 導 対 象 指 導 内 容 関連事業

(係名※)

環境保全型農業の推 管内取組農業 環境に優しく持続可能な農業を 礒島 環境負荷低減事業

進 者 目指す農業者等への支援 (ブランド) 環境保全型農業直接支払事

市町村 業

グリーンな栽培体系 笠そばグリー 化学肥料の使用量低減や管理作 小野 みどりの農業戦略推進事業

への転換の推進 ン農業推進協 業の省力化技術の普及を推進 (ブランド)

議会

ＧＡＰ取組の推進 管内取組農業 品質向上、競争力強化につなが 今村 奈良県ＧＡＰ取組・認証拡

者 るＧＡＰ（生産工程管理）の取 (ブランド) 大推進事業

組を推進

データ駆動型農業の 管内取組農業 観測データを活用した効率化・ 前田 データ駆動型農業推進事業

取組推進 者 高付加価値化に取り組む農業の (ブランド)

支援

耕畜連携による堆肥 管内取組農業 耕畜連携マッチングに取組むこ 小野

利用促進 者 とにより、県内畜産堆肥の流通 (ブランド)

拡大を推進

肥料・農薬適正使用 管内農業者 農薬安全使用指導 礒島 農薬適正使用推進対策事業

の推進 肥料・農薬販 肥料・農薬販売業務に関する支 (ブランド)

売業者 援

農作業安全対策の推 管内農業者 農作業安全指導 山本

進 (ブランド)

地域協議会活動への 中部地域農業 各協議会活動の円滑な遂行に対 小野

支援 推進協議会 する支援 (ブランド)

各営農連絡協 新子・林

議会 (担・農)

３．担い手の育成・確保と農地マネジメントの推進

地域リーダーによる 中部地域の農 地域リーダーを中心とした担い 島 農業士活動事業

担い手育成確保 業振興を考え 手の育成確保のための支援体制 (担・農)

る会 づくり

認定農業者経営改善 認定農業者及 認定農業者の再認定に係る経営 島 農業経営基盤強化促進対策

計画の作成および新 び同候補者（中 改善計画作成支援および中心経 (担・農) 事業

規認定への誘導 心経営体等） 営体等の新規認定への誘導

集落営農組織の経営 集落営農組織 集落営農関連事業の活用等によ 新子 奈良の意欲ある担い手支援

改善指導 る既存の集落営農組織の取り組 (担・農) 事業

みを支援

効率的かつ安定的な 新規就農者や 奈良県農業経営者サポート協議 島 地域農業担い手確保支援事

農業経営を目指す担 認定農業者等 会と連携し、意欲ある担い手の (担・農) 業

い手への支援 農業経営改善支援

（※係名は、ブランド：農産物ブランド推進係、担・農：担い手・農地マネジメント係）
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主担当
課題又は品目 指 導 対 象 指 導 内 容 関連事業

(係名※)

多様な担い手の育成 全域 地域農業の振興に向けて地域の 新子 兼業農家支援事業

農業者や集落営農を目指す組織 (担・農)

の取り組みを支援

女性農業者の育成・ 中部農村生活 地域資源を活用した加工や販売 松倉 女性農業者活躍推進事業

確保農村女性起業家 研究グループ など、６次産業化を目指す女性 (担・農)

の育成 協議会 の起業活動を支援

女性農業者

青年・若手農業者の 桜井４ＨＣ 意欲ある若手農業者を優れた農 新子

育成 飛鳥４ＨＣ 業経営者に育成 (担・農)

若草ＡＣ 青年農業者等のグループ活動を

青年農業者 支援

障害者の就農へのス 管内障害者施 障害者就労支援事業所に対する 島 農福連携支援事業

キルアップ支援 設 農業技術指導などのフォローア (担・農)

ップ

担い手への農地集積 市町村農業委 農地の出し手・受け手マッチン 新子 農地マネジメント推進事業

の推進 員会 グ等の担い手への農地集積を円 (担・農)

滑に実施するための運営を支援

４．地域資源を活用した農村地域の活性化

農村資源を活用した 市町村 農村の持つ多面的機能の維持管 松倉 農村資源を活用した地域づ

地域づくり 取り組み集落 理、農業生産活動の支援 (担・農) くり事業

地域づくり実践活動への支援 中山間地域等直接支払事業

鳥獣害対策の推進 市町村 被害防止計画策定支援 山本 総合的鳥獣害対策推進事業

鳥獣被害集落 被害防止技術等の情報提供 (ブランド) 鳥獣被害防止対策事業

ならジビエ推進事業

集落ぐるみ被害対策強化事

業

地域主催イベントへ 市町村、ＪＡ、 各種イベントへの支援による多 小野

の支援 農業者団体等 様な農業者の生産意欲の啓発と (ブランド)

地域農業の振興

（※係名は、ブランド：農産物ブランド推進係、担・農：担い手・農地マネジメント係）
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４．調査研究計画
調査研究課題 実施場所 調 査 内 容 担当者 協力機関

及び対象 (係名※)

管内各地域のイチ 場所：管内全域 管内イチゴ生産の維持・拡大に向 礒島 ＪＡならけん

ゴの生産等状況把 対象：イチゴ生産 けた課題を抽出するため、生産者 （ブランド） 農業研究開発セ

握 者 の経営規模や品種構成の傾向等を ンター

地域別に把握する。併せて、主要

な農産物直売所への販売状況等に

ついてヒアリングを実施する。

野生鳥獣に対する 場所：桜井市 既存の侵入防止柵内へのシカの侵 山本・小野 桜井市

集落ぐるみの被害 対象：吉隠集落 入経路や侵入防止柵の問題点をモ （ブランド）

対策について （主に水稲生産者） ニタリングや現地確認等で把握す

る。その後、問題箇所に対して追

加対策を実施し、侵入防止効果の

検証を行う。

、

入者受入体制の整 対象：ＪＡならけ 既存の制度等について整理を行な （ブランド） ＪＡならけん

林・島・松倉

合 討する。 （担・農）

樹形の違いが御所 場所：御所市 立ち枝中心のやや強勢な樹形と慣 今村 農業研究開発セ

柿の着果率に及ぼ 対象：御所柿生産 行樹形で着果率を比較調査し、御 （ブランド） ンター

す影響 者 所柿の着果率安定のための基礎デ 林

ータとする。 （担・農）

薬用トウキの「一 場所：桜井市 薬用トウキの「一穴密植」、「浅植 前田、森井 農業研究開発セ

穴密植」、「浅植え」 対象：薬用作物生 え」栽培における実証圃を設置し、 （ブランド） ンター

栽培の検討 産者 労働生産性とトウキの生育に関す

る調査を行う。

夏秋ナスの土着天 場所：広陵町 農地整備に伴い大区画農地にて複 今村、森井 ＪＡならけん

敵を利用したミナ 対象：広陵町百済 数生産者が夏秋ナスを栽培するに （ブランド） 農業研究開発セ

ミキイロアザミウ ナス生産組合 あたり、土着天敵を利用したミナ 新子、北岡 ンター

マ防除技術の検討 ミキイロアザミウマ防除技術につ （担・農）

いて調査検討を行う。

（※係名は、ブランド：農産物ブランド推進係、担・農：担い手・農地マネジメント係）

-33-


